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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第60期
第１四半期
連結累計期間

第61期
第１四半期
連結累計期間

第60期

会計期間
自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日

自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日

自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日

売上高 (百万円) 15,462 18,927 71,672

経常利益 (百万円) 459 444 3,377

四半期(当期)純利益 (百万円) 194 259 1,522

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △26 △432 946

純資産額 (百万円) 41,198 41,305 41,935

総資産額 (百万円) 62,331 63,900 71,250

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 4.95 6.60 38.68

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) 66.0 64.6 58.9

(注) １．売上高には、消費税等は含まれていない。

２．「潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額」は、潜在株式が存在しないため記載していない。

３．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

４．第60期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」(企

業会計基準第25号　平成22年6月30日)を適用し、遡及処理している。

　

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容につい

て、重要な変更はない。

　また、主要な関係会社に異動はない。
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第２ 【事業の状況】

(注)「第２ 事業の状況」に記載している金額には、消費税等は含まれていない。

　

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」について重要な変更はない。

なお、重要事象等は存在していない。

　

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

　

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもので

ある。
　

(1) 業績の状況

当第１四半期累計期間における国内景気は、企業の生産活動において東日本大震災による落ち込みか

ら持ち直しの動きが見られるものの、設備投資は総じて低調に推移しており、また、雇用情勢や所得環境

も依然として厳しい状況となった。

　こうした中、当社グループは、全力をあげて業績の確保に努めた結果、当四半期連結累計期間の業績は、

売上高は 18,927百万円(前年同四半期比 22.4％増加)となり、営業利益は 368百万円(同 9.2％減少)、経

常利益は 444百万円(同 3.2％減少)、四半期純利益は 259百万円(同 33.3％増加)となった。
　

セグメントの業績は、次のとおりである。
　

(設備工事業)

当建設業界においては、民間設備投資の脆弱さに加え、公共工事も引き続き低迷していることから、

熾烈な受注競争が繰り広げられる状況が続いた。

　こうした中、当社グループは、営業力の強化を図るとともに合理化・効率化による原価低減を進め、業

績の確保に全社をあげて取組んだ。

　この結果、完成工事高は 18,437百万円(同 23.7％増加)、セグメント利益は 324百万円(同 9.1％減

少)となった。
　

(リース事業)

連結子会社 ㈱ヨンコービジネスが、工事用機械、車両、備品等のリース事業を行っている。

　事業環境が厳しい中、与信管理の徹底を行う一方、積極的な提案営業を実施し、売上高は 630百万円

(同 2.3％減少)、セグメント利益は 56百万円(同 25.2％増加)となった。
　

(その他)

ＣＡＤソフトウエアの販売、指定管理業務を中心に、その他の売上高は 166百万円(同 26.2％減少)、

セグメント損失は 3百万円(前年同四半期はセグメント利益 10百万円)となった。
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(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はない。

　

(3) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発活動の金額は、設備工事業において 0百万円である。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はない。

　

(4) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略上の対応方針

当社グループの事業に関して、業績及び財政状態に重要な影響を及ぼす可能性のあるリスクは、下記の

事柄があると認識している。

① 主要取引先である四国電力株式会社の設備投資の動向

　② 一般建設投資の動向(建設市場の状況、競争環境など)

　③ 完成工事原価の変動(材料価格、労務費など)

　④ 取引先の倒産等による債務不履行

　⑤ 退職給付債務の変動(年金資産の運用利回りなど)

　⑥ 投資有価証券の価格変動(金利、株価など)

当社グループは、これらの想定される事業リスクについて、影響度と顕在化の可能性の観点から分類し

た上で対応方針を策定しており、リスク顕在化の未然防止を図るとともにリスク発生時の影響を最小限

に留めるよう的確な対応に努める所存である。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

　

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年８月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 40,638,675同左
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は1,000株である。

計 40,638,675同左 － －

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項なし。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項なし。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金
増減額
(百万円)

資本金
残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成23年６月30日 － 40,638,675－ 3,451 － 4,209

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はない。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　　平成23年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 1,292,000

－ －

完全議決権株式(その他) 普通株式 38,542,000
　

38,542 －

単元未満株式 普通株式 804,675
　

－ １単元(1,000株)未満株式

発行済株式総数 40,638,675 － －

総株主の議決権 － 38,542 －

(注) 「単元未満株式」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が 150株及び当社保有の自己株式が 302株含

まれている。

　

② 【自己株式等】

　　平成23年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社四電工

高松市松島町１丁目11番22号 1,292,000－ 1,292,0003.18

計 － 1,292,000－ 1,292,0003.18

　

　

２ 【役員の状況】

該当事項なし。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)に準じて記載して

いる。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成23年４月１日

から平成23年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年６月30日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

資産の部

流動資産

現金預金 5,494 2,150

受取手形・完成工事未収入金等 16,130 12,665

リース投資資産 2,051 2,034

有価証券 568 973

未成工事支出金 5,499 2,665

その他のたな卸資産 1,139 1,151

その他 3,770 6,300

貸倒引当金 △262 △238

流動資産合計 34,392 27,703

固定資産

有形固定資産

建物・構築物 15,617 15,636

土地 10,997 10,997

その他 9,000 9,218

減価償却累計額 △15,338 △15,443

有形固定資産合計 20,276 20,409

無形固定資産

その他 127 120

無形固定資産合計 127 120

投資その他の資産

投資有価証券 12,683 11,928

その他 3,819 3,788

貸倒引当金 △48 △49

投資その他の資産合計 16,453 15,667

固定資産合計 36,857 36,196

資産合計 71,250 63,900
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 13,206 8,834

短期借入金 400 400

未払金 ※２
 5,493

※２
 5,709

未払法人税等 974 205

工事損失引当金 10 4

その他 4,527 3,414

流動負債合計 24,612 18,569

固定負債

長期借入金 1,215 1,109

退職給付引当金 1,953 1,894

役員退職慰労引当金 193 137

その他 1,340 884

固定負債合計 4,702 4,025

負債合計 29,314 22,594

純資産の部

株主資本

資本金 3,451 3,451

資本剰余金 4,221 4,221

利益剰余金 33,567 33,630

自己株式 △607 △608

株主資本合計 40,632 40,695

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,302 610

その他の包括利益累計額合計 1,302 610

純資産合計 41,935 41,305

負債純資産合計 71,250 63,900
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

売上高

完成工事高 14,887 18,436

その他の事業売上高 575 490

売上高合計 15,462 18,927

売上原価

完成工事原価 13,006 16,542

その他の事業売上原価 467 412

売上原価合計 13,474 16,954

売上総利益

完成工事総利益 1,880 1,894

その他の事業総利益 107 78

売上総利益合計 1,987 1,972

販売費及び一般管理費 1,582 1,604

営業利益 405 368

営業外収益

受取利息 23 22

受取配当金 16 17

物品売却益 28 33

不動産賃貸料 14 21

その他 18 9

営業外収益合計 101 104

営業外費用

支払利息 0 0

有価証券評価損 40 11

弔慰金 － 7

その他 5 8

営業外費用合計 47 27

経常利益 459 444

特別利益

投資有価証券受贈益 22 －

貸倒引当金戻入額 8 －

補助金収入 2 2

特別利益合計 33 2

特別損失

固定資産除却損 6 0

投資有価証券評価損 130 －

特別損失合計 137 0

税金等調整前四半期純利益 355 446

法人税等 163 187

少数株主損益調整前四半期純利益 191 259

少数株主損失（△） △3 －

四半期純利益 194 259
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 191 259

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △218 △692

その他の包括利益合計 △218 △692

四半期包括利益 △26 △432

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △23 △432

少数株主に係る四半期包括利益 △3 －
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　

　
当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日)

税金費用の計算

 
税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税

引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税

引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算している。

　

【追加情報】

　

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日)

当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号　平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関

する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日)を適用している。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

　１　偶発債務

非連結子会社㈱宇多津給食サービスの金融機関

からの借入に対して債務保証を行っている。

　 454百万円

　１　偶発債務

非連結子会社㈱宇多津給食サービスの金融機関

からの借入に対して債務保証を行っている。

　 448百万円

※２　未払金のうち 4,990百万円は、ファクタリングシス

テムによる営業上の取引に係る債務である。

※２　未払金のうち 5,005百万円は、ファクタリングシス

テムによる営業上の取引に係る債務である。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日)

　
減価償却費 337百万円

　
減価償却費 338百万円
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(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日
定時株主総会

普通株式 196 5 平成22年３月31日 平成22年６月30日 利益剰余金

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間末後となるもの

該当事項なし。

　

当第１四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日
定時株主総会

普通株式 196 5 平成23年３月31日 平成23年６月30日 利益剰余金

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間末後となるもの

該当事項なし。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自  平成 22年４月１日  至  平成22年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３設備工事業 リース事業 計

売上高 14,901 646 15,547 225 15,772 △309 15,462

セグメント利益 357 45 402 10 413 △7 405

(注) １．「その他」 の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ＣＡＤソフト販売、指定管理業

務、工事材料の販売等を含んでいる。

２．売上高及びセグメント利益の調整額は、セグメント間の内部取引消去である。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

　

当第１四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３設備工事業 リース事業 計

売上高 18,437 630 19,068 166 19,234 △307 18,927

セグメント利益
又は損失(△)

324 56 381 △3 378 △10 368

(注) １．「その他」 の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ＣＡＤソフト販売、指定管理業

務、工事材料の販売等を含んでいる。

２．売上高及びセグメント利益の調整額は、セグメント間の内部取引消去である。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

　

項目
前第１四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 4.95円 6.60円

(算定上の基礎) 　 　

四半期純利益(百万円) 194 259

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 194 259

普通株式の期中平均株式数(千株) 39,356 39,346

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

　

　

２ 【その他】

該当事項なし。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

　
平成23年８月８日

　

株 式 会 社 四 電 工

取  締  役  会  御中
　

　

有限責任監査法人 トーマツ

　
　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　髙　倉　　康　　 ㊞

　 　 　

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　田　中　賢　治　 ㊞

　 　 　

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式
会社四電工の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成
23年４月１日から平成23年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年６月
30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結
包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社四電工及び連結子会社の平成23年６
月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していな
いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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